
（単位：円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 312,661

①生活インフラ・国土保全 798,935 (2) 長期未払金

②教育 310,537 ①物件の購入等

③福祉 57,391 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 91,857 ③その他

⑤産業振興 59,128 長期未払金計 0

⑥消防 1,070 (3) 退職手当引当金 71,473

⑦総務 88,442 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 1,407,360 固定負債合計 384,134

(2) 売却可能資産 379

公共資産合計 1,407,739 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 30,125

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 29,052 (4) 翌年度支払予定退職手当 7,525

②投資損失引当金 △ 9,710 (5) 賞与引当金 4,849

投資及び出資金計 19,342 流動負債合計 42,499

(2) 貸付金 2,018

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 426,633

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 12,265

③土地開発基金 12,034 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 258,686

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 24,299 ２　公共資産等整備一般財源等 1,028,102

(4) 長期延滞債権 12,332

(5) 回収不能見込額 △ 2,653 ３　その他一般財源等 △ 207,003

投資等合計 55,338

４　資産評価差額 △ 951

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 1,078,834

①財政調整基金 19,296

②減債基金 2,212

③歳計現金 18,483

現金預金計 39,991

(2) 未収金

①地方税 2,230

②その他 571

③回収不能見込額 △ 402

未収金計 2,399

流動資産合計 42,390

資　　産　　合　　計 1,505,467 負 債 ・ 純 資 産 合 計 1,505,467

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち188,603円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 733,479 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 342,785 千円 342,786 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 8,083 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 269,404 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 198 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 78,999 千円 78,999 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 34,010 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 564,372 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 33,338 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 137,671 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 393,363 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 169,107 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は560,227円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は836,780円です。

25,982

項目
負債計上

【（翌年度償還予定）地
方債・（長期）未払金・引

当金】

注記

【契約債務・
偶発債務】

[内訳]

金額

市民一人当たりの貸借対照表
(平成23年3月31日現在)
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市民一人当たりの行政コスト計算書
自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 72,756 22.4% 6,646 20,299 18,218 5,203 2,931 0 16,255 3,202 0

（２）退職手当引当金繰入等 3,944 1.2% 324 1,144 1,075 304 157 0 900 39 0

１ （３）賞与引当金繰入額 4,849 1.5% 384 1,362 1,239 353 190 0 1,103 218 0

小　　計 81,549 25.1% 7,354 22,806 20,532 5,860 3,278 1 18,258 3,459 0

（１）物件費 41,585 12.8% 2,436 10,399 7,392 12,161 924 147 7,902 219 4

（２）維持補修費 1,545 0.5% 692 350 32 373 9 0 88 0

（３）減価償却費 38,872 12.0% 14,762 7,996 2,889 6,461 3,732 43 2,988

小　　計 82,002 25.2% 17,891 18,746 10,313 18,996 4,665 189 10,978 219 4

（１）社会保障給付 65,129 20.0% 0 627 64,343 159

（２）補助金等 24,824 7.6% 1,483 1,247 4,886 872 1,607 12,373 2,277 80 0

３ （３）他会計等への支出額 58,629 18.0% 25,987 0 26,302 4,937 1,403 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

6,620 2.0% 1,004 71 4,366 21 767 0 393 0

小　　計 155,202 47.7% 28,473 1,945 99,897 5,989 3,777 12,373 2,670 80 0

（１）支払利息 5,536 1.7% 5,536

（２）回収不能見込計上額 792 0.2% 792

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 6,328 1.9% 0 0 0 0 0 0 0 0 5,536 792 0

325,081 53,719 43,496 130,742 30,845 11,720 12,562 31,905 3,759 5,536 792 4

（　構　成　比　率　） 16.5% 13.4% 40.2% 9.5% 3.6% 3.9% 9.8% 1.2% 1.7% 0.2% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 7,670 1,417 1,073 1,752 2,398 1 0 593 0 0 0 436

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 25,541 7 97 3,259 1,824 77 0 1 0 0 0 20,276

33,211 1,424 1,170 5,011 4,222 78 0 595 0 0 0 20,712

ｄ／ａ 10.22% 2.7% 2.7% 3.8% 13.7% 0.7% 0.0% 1.9% 0.0% 0.0% 0.0%

291,869 52,295 42,327 125,731 26,623 11,642 12,562 31,311 3,759 5,536 792 4 △ 20,712（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 1,080,322 264,506 1,016,231 △ 199,318 △ 1,098

純経常行政コスト △ 291,869 △ 291,869

一般財源

地方税 118,344 118,344

地方交付税 79,269 79,269

その他行政コスト充当財源 23,029 23,029

補助金等受入 69,354 3,521 65,833

臨時損益

災害復旧事業費 △ 489 △ 489

公共資産除売却損益 143 143

投資損失 0 0

損失補償等引当金繰入等 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 24,570 △ 24,570

公共資産処分による財源増 0 0 0 0

貸付金・出資金等への財源投入 2,543 △ 2,543

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 107 △ 3,148 3,255

減価償却による財源増 △ 7,961 △ 30,911 38,872

地方債償還等に伴う財源振替 18,477 △ 18,477

資産評価替えによる変動額 147 147

無償受贈資産受入 0 0

その他 9,667 2,684 6,177 806

期末純資産残高 1,087,917 262,643 1,033,939 △ 207,715 △ 951

市民一人当たりの純資産変動計算書
自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日



（単位：円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成22年度における一時借入金の借入限度額は3,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は2,336千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

34,494
7,416

479

364,828
34,815
6,219

365,225

18,483

143

1,337

2,107

△ 46,640

0

△ 397

18,880

7,460

12,110

0

627

0

0

277

15,731

0

△ 24,197

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

48,747

2

28,993

0

182

7,927

70,439

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

33,307

0

269

24,544

3,133

26,888

6,253

39,927

7,258

6,620

18,998

346,991

5,536

46,517

118,192

79,269

62,096

7,618

2,034

276,551

90,927

41,585

65,129

24,824

市民一人当たりの資金収支計算書
自　平成22年4月  1日

至　平成23年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部


